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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等を含めておりません。 

２ １株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定につきましては、平成15年３月期より「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 28,400 29,705 33,073 39,420 41,493

経常利益 (百万円) 221 814 1,484 3,271 2,276

当期純利益または 
当期純損失(△) 

(百万円) △2,308 455 1,237 2,233 1,399

純資産額 (百万円) 16,017 16,226 17,686 19,619 21,155

総資産額 (百万円) 37,547 36,369 38,756 42,293 42,579

１株当たり純資産額 (円) 349.75 357.68 389.68 432.31 466.49

１株当たり当期純利益 
または当期純損失(△) 

(円) △50.40 9.74 26.84 48.61 30.23

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.66 44.62 45.63 46.39 49.68

自己資本利益率 (％) △13.41 2.83 7.30 11.97 6.86

株価収益率 (倍) ― 16.12 11.10 9.18 14.29

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 3,280 1,065 1,061 1,350 1,410

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 127 405 100 △282 △927

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △3,840 △1,990 △552 △1,241 △200

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 972 452 1,061 887 1,170

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
650 

(73)

612

(56)

598

(52)

589 

(54)

584

(59)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等を含めておりません。 

２ １株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額の算定につきましては、平成15年３月期より「１株当たり当期純利

益に関する会計基準」(企業会計基準第２号)および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第４号)を適用しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 28,271 29,606 32,987 39,250 41,267

経常利益 (百万円) 115 562 996 2,849 1,914

当期純利益または 
当期純損失(△) 

(百万円) △4,079 146 636 1,490 1,158

資本金 (百万円) 7,360 7,360 7,360 7,360 7,360

発行済株式総数 (千株) 45,800 45,400 45,400 45,400 45,400

純資産額 (百万円) 17,627 17,529 18,386 19,576 20,871

総資産額 (百万円) 35,367 35,238 38,779 40,315 40,173

１株当たり純資産額 (円) 384.89 386.40 405.12 431.37 460.22

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
3.00 

(―)

4.00

(―)

5.00

(1.50)

7.00 

(3.00)

7.00

(3.00)

１株当たり当期純利益 
または当期純損失(△) 

(円) △89.05 2.98 13.58 32.23 24.91

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.8 49.7 47.4 48.6 52.0

自己資本利益率 (％) △20.70 0.83 3.54 7.85 5.73

株価収益率 (倍) ― 52.68 21.94 13.84 17.34

配当性向 (％) ― 133.8 36.8 21.7 28.1

従業員数 
(外、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
478 

(27)

476

(26)

465

(27)

452 

(31)

449

(34)



２ 【沿革】 

昭和４年４月に森 明長（創業者、初代社長）が堺市で自転車部品製造を目的として、個人経営の森製作所を設立

したのが当社の始まりであります。昭和24年１月には株式会社に組織変更し、商号を日本輪業株式会社としました。

設立後の沿革は次のとおりであります。 

  

  

年月 摘要

昭和24年１月 日本輪業株式会社設立(本社 大阪府堺市北向陽町２丁64番地) 

昭和31年２月 本社を大阪府堺市北清水町３丁144番地に移転 

昭和36年２月 商号をモリ工業株式会社に変更 

昭和36年９月 大阪府河内長野市に河内長野工場を新設 

昭和38年７月 本社を大阪府河内長野市楠町東1615番地(河内長野工場内)に移転 

昭和39年10月 東京都に東京営業所を開設 

昭和39年11月 名古屋市に名古屋営業所を開設 

昭和45年１月 本社事務所、南工場(河内長野工場内)を新設 

昭和47年２月 竹田工業株式会社(大阪府河内長野市)に資本参加 

昭和47年３月 しろがね産業株式会社(大阪府河内長野市)を設立 

昭和48年６月 大阪証券取引所市場第２部に株式を上場 

昭和49年３月 北工場(河内長野工場内)を新設 

昭和49年５月 大阪市に大阪事務所を開設 

昭和53年６月 モリ・ステンレス建材株式会社(大阪府河内長野市)を設立 

昭和55年７月 東京証券取引所市場第２部に株式を上場 

昭和55年12月 東京営業所を支店に昇格 

昭和57年１月 広島市に広島営業所を開設 

昭和58年４月 大阪市難波駅前に本社事務所を設置し、大阪事務所を統合 

昭和58年６月 東京・大阪両証券取引所市場第１部に株式を上場 

昭和58年９月 株式会社森製作所(大阪府堺市)に資本参加 

昭和59年６月 太陽工業株式会社(現 関東モリ工業株式会社、埼玉県狭山市)に資本参加 

昭和59年10月 埼玉県狭山市に埼玉営業所を開設 

昭和59年12月 

  

在阪の子会社４社(しろがね産業、モリ・ステンレス建材、竹田工業、森製作所)を合併させ、モ

リ金属株式会社を設立 

昭和60年３月 美原工場(大阪府南河内郡美原町)を取得 

昭和62年９月 福岡市に福岡営業所を開設 

平成元年４月 河内長野本館(河内長野工場内)を新設 

平成２年11月 

  

栄輪業株式会社(平成５年７月 株式会社エスアール・サンツアーに社名変更、茨城県筑波郡谷

和原村)に資本参加 

平成３年10月 マエダ工業株式会社(大阪府南河内郡美原町)に資本参加 

平成５年10月 

  

マエダ工業とモリ金属を合併させ株式会社モリ・サンツアー(現 モリ金属株式会社、大阪府堺

市)を設立 

平成７年４月 株式会社エスアール・サンツアーを吸収合併 

平成７年８月 大阪市浪速区に大阪事務所を開設 

平成７年９月 本社事務所を河内長野工場内に移転 

平成13年２月 茨城県水海道市に条鋼用熱間圧延工場(水海道工場内)を新設 

平成16年６月 株式会社ニットク(大阪府河内長野市)を設立 

平成16年７月 名古屋営業所を支店に昇格 



３ 【事業の内容】 

当社グループが営んでいる主な事業はステンレス管、ステンレス条鋼、ステンレス加工品、鋼管の製造販売であ

り、あわせて、パイプ加工の省力化用としてパイプ切断機等の機械の製造販売を行っております。 

当社グループは、当社および子会社４社で構成され、その事業の内容および位置づけならびに事業の種類別セグメ

ントとの関連は、次のとおりであります。 

  

ステンレス管、条鋼、鋼管およびその加工品・関連製品は、当社において製造販売を行うほか、その一部製品の加

工については、モリ金属㈱、関東モリ工業㈱に委託しております。また、一部製品の販売については、㈱ニットクが

行っております。 

なお、自転車および家庭用金物製品の転売品は、その他の事業に区分しており、自転車の販売は㈱シルベスト、家

庭用金物製品の転売品の販売は関連当事者であるモリ販売㈱が行っております。 

  

その事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

連結子会社 

  

(注) １ 議決権の所有割合の( )は、間接所有割合であり、内数であります。 

２ 上記４社は有価証券届出書または有価証券報告書のいずれも提出しておりません。 

３ モリ金属㈱は特定子会社に該当しております。 

４ ㈱シルベストは平成18年４月１日に商号をモリ販売㈱に変更しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均雇用人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含めております。 

  

会社名 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業 
の内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容

役員の兼任等
資金援助

(百万円) 
営業上の取引 設備の賃貸借

モリ金属㈱ 
(注)３ 

大阪府 
堺市美原区 340 

ステンレス管・
鋼管およびその
加工品の製造 

100.0
兼任 ３名
出向 １名 416

当社が販売す 
る一部製品の 
加工先 

建物の一部を
賃貸 
建物の一部を
賃借 

関東モリ工業㈱ 埼玉県 
狭山市 340 

ステンレス管 
およびその 
加工品の製造 

100.0
(100.0)

兼任 ３名 1,382
当社が販売す 
る一部製品の 
加工先 

建物の一部を
賃貸 
建物の一部を
賃借 

㈱ニットク 大阪府 
河内長野市 10 

ステンレス管 
および 
ステンレス条鋼
の販売 

100.0 出向 ５名 ―
当社が販売す 
る一部製品・
商品の販売先 

― 

㈱シルベスト 
(注)４ 

大阪府 
河内長野市 10 

自転車 
およびその 
部分品の販売 

100.0
(100.0)

兼任 ２名
出向 ２名 ―

当社が販売す 
る一部商品の
販売先 

建物の一部を
賃貸 

製品部門 従業員数(名)

ステンレス管 
281
〔24〕 

ステンレス条鋼 
105
〔3〕 

ステンレス加工品 
102
〔19〕 

鋼管 
48
〔1〕 

その他 
19
〔5〕 

全社(共通) 
29
〔7〕 

合計 
584
〔59〕 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

449〔34〕 42.3 20.2 6,077,312 



(3) 労働組合の状況 

当社グループには、子会社である関東モリ工業㈱に次のとおり労働組合が結成されております。 

なお、当社およびその他の子会社には労働組合は結成されておらず、当社グループの労使関係については現在特

記すべき事項はありません。 

  

関東モリ工業㈱ 組合員 30名  ＪＡＭ連合会に加盟 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、自動車、設備関連が好調で、好況のうちに推移いたしました。当社グル

ープが属する鉄鋼業界では、これまで続いた市況の上昇は頭打ちとなりました。当社グループの主力商品であるス

テンレス関係の業界では、市況の上昇が他の素材より先行した分、その軟化傾向も早く到来いたしました。しか

し、材料メーカーの減産により市況が大きく崩れるには至らず、期の終わり頃には、中国の需要回復により市況は

上昇の動きをみせました。 

このような状況下にありまして、当社グループの売上高は、414億93百万円（前連結会計年度比5.3％増）になり

ました。経常利益につきましては、22億76百万円（前連結会計年度比30.4％減）と減益となりました。減益となり

ましたのは、前連結会計年度は販売価格の上昇が仕入価格の上昇に先行して大幅な増益となったのに対し、当連結

会計年度は仕入価格の上昇が追いついてきたことによります。当期純利益は13億99百万円（前連結会計年度比

37.3％減）となりました。 

これを部門別にみてまいりますと、 

ステンレス管部門では、自動車用が大きく伸びました。配管用も堅調でした。建築用は横ばいにとどまりまし

た。その結果、売上高は194億72百万円（前連結会計年度比6.7％増）を確保することができました。 

ステンレス条鋼部門では、設備投資向けが堅調だったうえに、期初に販売価格の値上げがあり、売上高は120億19

百万円（前連結会計年度比11.3％増）と増加いたしました。 

ステンレス加工品部門では、家庭用金物製品が、海外製品の流入、販売価格の下落が重なり不振な状況が続きま

した。そのため、売上高は38億２百万円（前連結会計年度比5.2％減）にとどまりました。 

鋼管部門では、前連結会計年度まで市況が急上昇した分の反動で、当連結会計年度は市況が下落傾向で推移いた

しました。建築向けの盛り上がりがなかったこともあり、売上高としては38億79百万円（前連結会計年度比4.0％

減）となりました。 

その他部門では、パイプ切断機が自動車関係の設備投資の増加に支えられて大幅に増加いたしました。反面、家

庭用金物製品の転売品は消費不振の影響を受けて減少いたしました。その結果、売上高は23億20百万円（前連結会

計年度比0.0％増）となりました。 

  

(注) 上記の金額には消費税等を含めておりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、営業活動により14億10百万円の収入となり、投資活動により９

億27百万円の支出となり、財務活動により２億円の支出となりました。これらの結果、現金及び現金同等物の残高

は、期首に比べて２億82百万円増加し、11億70百万円（前連結会計年度比31.9％増）となりました。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が前連結会計年度に比べて７億43百万円減少

したことに加え、法人税等の支払額も増加いたしましたが、主に棚卸資産が減少したことなどにより、営業活動

全体では14億10百万円（前連結会計年度比4.4％増）の収入となりました。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主に配送センター関係の設備投資等により９億27百万円（前連結会計

年度は２億82百万円の支出）の支出となりました。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債20億円の償還などを主に長期借入金30億円でまかない、財務活動

全体では２億円（前連結会計年度は主に社債の償還等により12億41百万円の支出）の支出となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を製品部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は販売価額で示しており、製品部門間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を製品部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

製品部門 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ステンレス管 18,733 4.3 

ステンレス条鋼 5,436 △29.1 

ステンレス加工品 3,402 △11.2 

鋼管 3,641 △3.5 

その他 1,204 19.4 

合計 32,418 △5.3 

製品部門 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ステンレス管 721 △4.4 

ステンレス条鋼 4,749 36.0 

ステンレス加工品 256 40.1 

鋼管 246 △10.0 

その他 1,123 △13.0 

合計 7,097 18.4 



(3) 受注状況 

当連結会計年度における受注状況を製品部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 受注残高には、継続的な取引先からの受注内示は含めておりません。 

２ 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

(4) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を製品部門別に示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は製品部門間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額には消費税等を含めておりません。 

３ 総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。 

  

製品部門 

受注高 受注残高 

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ステンレス管 19,756 7.3 1,950 17.1 

ステンレス条鋼 11,985 11.1 77 △30.8 

ステンレス加工品 3,824 △4.5 170 15.3 

鋼管 3,788 △8.2 132 △40.6 

その他 2,209 △16.6 419 △20.9 

合計 41,564 4.0 2,750 2.7 

製品部門 金額(百万円) 前年同期比(％) 

ステンレス管 19,472 6.7 

ステンレス条鋼 12,019 11.3 

ステンレス加工品 3,802 △5.2 

鋼管 3,879 △4.0 

その他 2,320 0.0 

合計 41,493 5.3 



３ 【対処すべき課題】 

国内の景気は、海外でよほど状況が急変しない限り、好調が続くと思われます。そのような状況下で、ステンレス

管、ステンレス条鋼は、今までの物流面を中心とした販売強化策を実らせ、さらなる拡販を図ります。自動車向けス

テンレス管は、ユーザーの厳しい品質要求に応えて事業のひとつの柱にしたいと思っております。ステンレス加工品

は、中国製品に対抗するコスト競争力の強化に努めます。鋼管は、市況の反転の動きがみられることから、業績に貢

献してくれるとみております。その他、パイプ切断機は需要先各社の設備投資が続くことから、好調な実績を予想し

ております。 

なお、平成18年５月より、本社事務所を大阪府河内長野市から大阪市中央区西心斎橋二丁目に移し、企業としての

イメージアップ、販売力強化に努めます。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載いたしました事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあります。 

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成18年３月31日)現在において当社グループが判断したも

のであります。 

  

当社グループは、原材料の調達、製品の製造、商品の仕入、製品および商品の販売に至る事業のほとんどを日本国

内で行っております。これは、いわゆるカントリーリスクや為替相場の変動の影響を直接的には受けにくいという特

性を重視しているからでありますが、海外で製造することによるコストメリットなどを直接的に享受することはでき

ません。 

このため、当社グループでは、パイプ製造設備などを自社で設計し製作することで技術力を維持向上させ、また、

原材料の冷間圧延・スリット加工から家庭用金物製品に代表される主にパイプを使用した一般顧客向け製品の開発ま

でを手がけ、付加価値の向上に努めております。 

しかしながら、上記の戦略ですべての状況に対応できる保証はなく、たとえば海外製品の流入などにより販売価格

が下落して採算が悪化し、または、顧客の海外進出にともなって販売量が減少するなどにより、その製品の製造販売

からの撤退を余儀なくされ、売上高が減少したり、製造設備の廃棄などにともなう損失発生などにより、利益の確保

が困難になる可能性は否定できません。 

次に、当社グループの主力製品のパイプや条鋼の販売価格と主要な原材料であるコイル材等の仕入価格には当社グ

ループではコントロールできない市場価格があり、絶えず需要と供給のバランスで変動しております。基本的には、

原材料価格が上下すれば製品価格も上下する相関関係にはありますが、必ずしも同時にまた同程度で変動するとは限

りません。したがいまして、原材料価格が上昇しても、同時にまた同程度で製品価格が上昇しないことになれば、製

品価格が適正な価格に上昇するまでの間は収益が圧迫されることになり、その期間が長引きまたはその状態が恒常化

すれば、その製品の製造販売から撤退せざるを得ない状況になる可能性もあります。また、原材料価格と製品価格が

同時にまた同程度で下落したときでも、同じ量を販売しても売上高が減少することになり、その程度によっては、い

わゆる固定費を吸収しきれず利益が確保できない可能性があります。 

  

なお、上記は当社グループの事業の特性と考えられる部分について限定的に記載したものであり、当社グループの

事業等のリスクを上記内容に限定するものではなく、また、これら以外のいかなる事態の発生およびリスクの可能性

を否定するものではありません。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

該当する事項はありません。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、生産技術の革新、新製品の開発、材料や製品の高付加価値化およびコストダウンなどをテーマと

して採り上げ、当社の技術部が中心となり積極的に研究開発活動を進めております。 

当連結会計年度における各製品部門別の研究開発活動の状況は、次のとおりであります。 

ステンレス管部門では、製品の競争力強化を主眼とした生産技術の革新などの研究開発を行っております。当連結

会計年度では、パイプ溶接部形状の改善による新用途への開拓を目的に、溶接部の後処理方法の研究開発に取り組み

ました。その結果、新用途への展開に結びつきつつあります。また溶接部の品質改良の研究も行っておりますが、そ

の技術開発は来期への継続研究となっております。その他には、パイプの新方式による研摩技術の開発により、研摩

時間の大幅な短縮を図ることができました。 

ステンレス条鋼部門では、新製品の開発、製品の競争力強化を主眼とした生産技術の革新などの研究開発を行って

おります。当連結会計年度では、新サイズの熱間圧延フラットバーを開発し、新製品として販売を開始いたしまし

た。また製品の競争力強化を目的に、新生産方式による条鋼製品の開発に努めましたが、具体化できませんでした。 

ステンレス加工品部門では、ステンレス管およびステンレス条鋼などを素材とした家庭用金物製品など新製品の研

究開発を行っております。当連結会計年度の主な成果といたしましては、高さ調節機能付の多機能物干し、竿取付け

式バスタオルハンガー、幅伸縮式ふとん干しなどの新製品を開発し、従来の家庭用金物製品のシリーズに追加するこ

とができました。 

鋼管部門では、製品の競争力強化を主眼とした生産技術の革新などの研究開発を行っておりますが、当連結会計年

度では、特筆すべき成果はありませんでした。 

その他部門では、パイプ切断機、面取り機およびその関連機器などの新製品開発や新技術などの研究開発を行って

おります。当連結会計年度では、新切断方式の切断機や廉価版の面取り機の開発を進めましたが、製品化までには至

っておりません。 

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は86百万円であります。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（財政状態の分析） 

当社グループの当連結会計年度末の総資産は425億79百万円となり、前連結会計年度末の422億93百万円に比べて２

億86百万円の微増となりました。前連結会計年度との比較でみてまいりますと、資産の部では、主に棚卸資産が減少

したため流動資産は減少いたしましたが、主に投資有価証券の時価が増加したため投資その他の資産は増加いたしま

した。また、負債の部では当連結会計年度末の負債合計は214億24百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億50百万

円の減少となりました。これは主に支払手形および買掛金や未払法人税等などが減少したことによるものでありま

す。 

当連結会計年度末の株主資本は211億55百万円となり、前連結会計年度末の196億19百万円に比べて15億36百万円増

加いたしました。株主資本が増加した主な要因は、当期純利益を基とする利益剰余金が10億52百万円増加したことな

どであります。 

  

（経営成績の分析） 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、前連結会計年度に引き続き順調に推移し、売上高は過去最高の414億

93百万円となりました。 

収益面におきましては、販売価格の相場上昇に仕入価格の上昇が追いついてきたため、売上原価率は前連結会計年

度の78.0％から81.3％と3.3ポイント上昇いたしました。その結果、営業利益、経常利益、当期純利益ともに前連結会

計年度と比べ減益となりました。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資につきましては、生産能力の増強および合理化・省力化のための生産設備の取得、およ

び東関東配送センターの増築、岡山配送センターの整備など総額で８億46百万円の設備投資を実施いたしました。 

主な内訳といたしましては、東関東配送センターの増築関係３億33百万円、岡山配送センター関係94百万円、ステ

ンレス管関係２億16百万円、ステンレス条鋼用熱間圧延設備関係73百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具・器具・備品および建設仮勘定の合計であります。 

２ 大阪配送センターは土地および建物を連結会社から賃借しております。 

３ 東京支店は建物を連結会社以外から賃借しております。 

４ 上記のほか、主要な賃借およびリース設備の内容は次のとおりであります。 

  

５ 従業員数の〔 〕は臨時従業員数を外数で記載しております。 

６ 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

事業所名 
(所在地) 製品部門 設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物および

構築物 
機械装置お
よび運搬具 

土地
(面積千㎡) その他 合計 

本社・河内長野工場 
(大阪府河内長野市) 

全社的管理業務 
ステンレス管 
ステンレス条鋼 
ステンレス加工品
その他 

生産設備 1,829 1,592
2,204
(45)

131 5,757 316
〔34〕

水海道工場 
(茨城県常総市) ステンレス条鋼 生産設備 660 115

303
(30)

35 1,115 34
〔2〕

大阪事務所 
(大阪市浪速区) 

ステンレス管 
ステンレス条鋼 
ステンレス加工品 
鋼管 
その他 

営業事務所 27 ―
104
(0)

3 134 27
〔―〕

東京支店 
(東京都中央区) 

ステンレス管 
ステンレス条鋼 
ステンレス加工品 

営業事務所 8 ―
―
(―)

0 9 24
〔―〕

大阪配送センター 
(大阪府河内長野市) 

ステンレス管 
ステンレス条鋼 倉庫 54 6

471
(6)

41 573 5
〔―〕

関東配送センター 
(埼玉県狭山市・ 
関東モリ工業㈱ 
埼玉工場内) 

ステンレス管 
ステンレス条鋼 倉庫 2 0

―
(―)

17 19 1
〔1〕

東関東配送センター 
(茨城県 
つくばみらい市) 

ステンレス管 
ステンレス条鋼 倉庫 598 36

1,410
(18)

85 2,130 9
〔―〕

事業所名 
(所在地) 

製品部門 設備の内容 台数
年間リース料 
(百万円) 

水海道工場 
(茨城県常総市) 

ステンレス条鋼 熱間圧延設備 １式 300 

河内長野工場 
(大阪府河内長野市) 

ステンレス管 
ステンレス加工品 

造管および加工設備 １式 83 



(2) 国内子会社 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具・器具・備品および建設仮勘定の合計であります。 

２ 美原工場は土地および建物を提出会社から賃貸しております。 

３ 上記のほか、主要な賃借およびリース設備の内容は次のとおりであります。 

  

４ 従業員数の〔 〕は臨時従業員数を外数で記載しております。 

５ 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

  

(注) １ 上記計画の資金調達は自己資金および借入金で充当する予定であります。 

２ 経常的な設備の更新を除き、重要な設備の売却、除却の計画はありません。 

３ 上記金額には消費税等を含めておりません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 製品部門 設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 建物および

構築物 
機械装置お
よび運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

モリ金属㈱ 
美原工場 
(大阪府堺市
美原区) 

ステンレス管 
ステンレス加工品 
鋼管 

生産設備 639 85
1,216
(18)

4 1,946 69
〔3〕

関東モリ 
工業㈱ 

埼玉工場 
(埼玉県 
 狭山市) 

ステンレス管 
ステンレス加工品 生産設備 1,146 101

802
(13)

2 2,052 36
〔9〕

会社名 
事業所名 
(所在地) 

製品部門 設備の内容 台数 
年間リース料
(百万円) 

モリ金属㈱ 
美原工場 
(大阪府堺市 
美原区) 

ステンレス管
ステンレス加工品 

造管および加工設備 １式 16 

関東モリ 
工業㈱ 

埼玉工場 
(埼玉県狭山市) 

ステンレス管
ステンレス加工品 

造管および加工設備 １式 45 

設備計画の内容 
予算金額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 

着手年月 完成予定年月 摘要 

ステンレス条鋼用熱
間圧延関係の設備 

120 ― 平成18年４月 平成19年３月
合理化および能力増
強 

ステンレス管関係の
設備 

380 ― 平成18年４月 平成19年３月
合理化および能力増
強 

ステンレス加工品関
係の設備 

50 ― 平成18年４月 平成19年３月
合理化および能力増
強 

鋼管関係の設備 140 ― 平成18年４月 平成19年３月
合理化および能力増
強 

その他 140 ― 平成18年４月 平成19年３月
合理化および能力増
強 

合計 830 ― ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款において「消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。」旨を定めております。 

なお、平成18年６月28日開催の定時株主総会において定款の一部変更がおこなわれ、当該定めは削除されました。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当する事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 上記はいずれも自己株式買入消却によるものであります。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 127,662,000

計 127,662,000

種類 
事業年度末
現在発行数(株) 
(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名
又は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 45,400,404 45,400,404
大阪証券取引所市場第一部
東京証券取引所市場第一部 

― 

計 45,400,404 45,400,404 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

△8 45,800 ― 7,360 ― 7,705 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

△400 45,400 ― 7,360 ― 7,705 



(4) 【所有者別状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 当社は平成18年３月31日現在、自己株式を116,695株保有しておりますが、このうち116,000株(116単元)は「個人その

他」の欄に、695株は「単元未満株式の状況」の欄にそれぞれ含めて記載しております。なお、自己株式116,695株は

株主名簿上の株式数であり、実質保有株式数は115,695株であります。 

２ 「その他の法人」および「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ27,000株(27単元)お

よび300株含まれております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ モリ販売株式会社は、平成18年５月８日に商号を変更し楠商事株式会社となっております。 

２ 財団法人森教育振興会は、「民法第34条」および「大阪府教育委員会の主管に属する民法第34条の法人の設立及び監督に

関する規則」に関する法令に基づき、大阪府より設立許可され、大阪府南部地区の小・中学校に対する教育機器の寄贈と教

育研究団体への経済援助を実施することを目的とした財団法人であります。 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 41 24 80 27 5 4,448 4,625 ―

所有株式数 
(単元) 

― 13,460 555 11,836 1,379 11 17,671 44,912 488,404

所有株式数 
の割合(％) 

― 29.97 1.24 26.35 3.07 0.02 39.35 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

森    明  信 大阪府大阪狭山市 2,245 4.95 

株式会社三菱東京ＵＦＪ
銀行 

東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 2,235 4.92 

大同生命保険株式会社 
（常任代理人 日本トラ
スティ・サービス信託銀
行株式会社） 

大阪市西区江戸堀１丁目２番１号
（東京都中央区晴海１丁目８番11号） 

2,200 4.85 

モリ販売株式会社 大阪市浪速区幸町３丁目７番16号 2,197 4.84 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,677 3.69 

株式会社メタルワン 
東京都港区芝３丁目23番１号 セレスティン芝三
井ビル 

1,500 3.31 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 1,459 3.21 

財団法人森教育振興会 大阪府河内長野市楠町東1615番地 モリ工業㈱内 1,235 2.72 

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 日本生命
証券管理部内 

1,211 2.67 

新進工業有限会社 大阪府河内長野市松ヶ丘中町1456番地の２ 1,181 2.60 

計 ― 17,142 37.76 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が27,000株含まれております。なお、「議決権の数」

の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数27個は含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株あります。なお、当該株式数は上記「発

行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。また、「発行済株式」の「議決権の数」の欄には、当該株式

に係る議決権の数１個は含まれておりません。 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当する事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式）
普通株式 

115,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
44,797,000 

44,769 ― 

単元未満株式 
普通株式 

488,404 
― ― 

発行済株式総数 45,400,404 ― ― 

総株主の議決権 ― 44,769 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
モリ工業株式会社 

大阪府河内長野市 
楠町東1615番地 

115,000 ― 115,000 0.3 

計 ― 115,000 ― 115,000 0.3 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当する事項はありません。 

  
② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当する事項はありません。 

  

(2) 【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

該当する事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

該当する事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

当社では、安定的な配当を考慮しつつも、基本的には業績に応じて配当させていただくことを方針としておりま

す。当面の目標といたしましては、配当性向30％以上、株主資本配当率1.5％以上を目標としております。 

当期の期末配当金につきましては、連結、単独決算の当期損益を勘案し、平成18年６月28日開催の第64期定時株主

総会において１株当たり４円と決議させていただきました。中間配当をあわせた通期の配当金額は１株当たり７円と

なり前期と同額であります。この結果、配当性向28.1％、株主資本配当率は1.5％となります。 

 なお、内部留保金につきましては財務体質の強化、および今後の事業展開に資する所存であります。 

(注) 当期の中間配当に関する取締役会決議日  平成17年11月11日 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 242 186 618 463 506 

最低(円) 125 132 154 239 350 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 397 397 413 506 486 438 

最低(円) 362 376 384 383 387 401 



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   森   宏 明 昭和35年８月27日生

昭和64年１月 当社入社 

410

平成２年４月 モリ金属株式会社代表取締役社長 

平成２年６月 当社取締役 

平成６年６月 当社常務取締役 

平成８年６月 当社専務取締役 

平成８年７月 当社代表取締役専務 

平成12年６月 当社代表取締役社長(現) 

代表取締役 
副社長   竹 田 隆 明 昭和14年10月１日生

昭和47年５月 当社入社 

28

昭和54年３月 当社ステンレス営業部長 

昭和56年３月 当社取締役 

昭和63年４月 当社常務取締役 

平成４年６月 当社専務取締役 

平成６年６月 当社代表取締役専務 

平成12年６月 当社代表取締役副社長(現) 

専務取締役   辰 巳   有 昭和22年10月９日生

昭和49年３月 当社入社 

23

昭和60年10月 当社ステンレス製造部長 

平成２年６月 当社取締役 

平成４年４月 当社常務取締役 

平成12年６月 当社専務取締役(現) 

平成13年６月 関東モリ工業株式会社代表取締役

社長(現) 

常務取締役   高 橋 信 直 昭和22年２月８日生

昭和48年３月 当社入社 

18
昭和60年10月 当社ステンレス営業部長 

平成７年６月 当社取締役 

平成11年10月 当社常務取締役(現) 

常務取締役   濵 﨑 貞 信 昭和27年１月12日生 

昭和50年４月 当社入社 

18
平成３年４月 当社生産管理部長 

平成８年６月 当社取締役 

平成18年６月 当社常務取締役(現) 

取締役 企画室長 辻     清 昭和24年９月21日生

昭和48年３月 当社入社 

18
平成５年５月 当社人事部長 

平成７年６月 当社企画室長(現) 

平成７年６月 当社取締役(現) 

取締役   森   信 司 昭和39年１月27日生 

昭和63年４月 当社入社 

182

平成７年10月 当社第２製造部長 

平成９年４月 モリ金属株式会社代表取締役社長

(現) 

平成12年３月 当社退社 

平成13年６月 当社取締役(現) 

平成17年７月 株式会社シルベスト(現モリ販売

株式会社)代表取締役社長(現) 

取締役 第１製造部長 松 本 秀 彦 昭和28年８月26日生 

平成９年４月 当社入社 

7
平成11年４月 当社第２製造部長 

平成15年６月 当社取締役(現) 

平成16年10月 当社第１製造部長(現) 

取締役 
ステンレス営業

部長 
成 瀬   仁 昭和27年１月18日生 

昭和56年１月 当社入社 

3
平成10年６月 当社大阪建材部長 

平成18年１月 当社ステンレス営業部長(現) 

平成18年６月 当社取締役(現) 

取締役 相談役 森   明 信 昭和６年８月１日生

昭和32年５月 当社入社 

2,245

昭和34年１月 当社製造部長 

昭和36年１月 当社取締役 
昭和38年１月 当社専務取締役 

昭和40年１月 当社代表取締役社長 
平成12年６月 当社代表取締役会長 

平成16年６月 当社取締役会長 
平成18年６月 当社取締役相談役(現) 



  

(注) １ 代表取締役社長 森 宏明は、取締役 森 明信の長男であります。 

２ 取締役 森 信司は、取締役 森 明信の次男であります。 

３ 監査役 渡邊史郎は、取締役 森 明信の妹の配偶者であります。 

４ 監査役 森島憲治、小池裕樹の２名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社は、企業競争力強化の観点から、経営の判断の迅速化をはかるとともに、経営の透明性、経営のチェック機能

の充実をはかることがコーポレート・ガバナンスの課題であると考えております。 

  

(1) 会社の機関の内容、内部統制システムの整備の状況およびリスク管理体制の整備の状況 

・当社は、監査役制度を採用しております。 

・取締役会は経営の基本方針、法令に定められた事項やその他経営上の重要事項を決定するとともに、業務の執

行状況を監督する機関と位置づけております。また、その構成メンバーは、社外取締役を選任しておりません

ので、全員社内取締役であります。 

・取締役会は定例役員会に加えて必要に応じて随時開催し、効率的な業務執行およびチェック機能の充実をはか

っております。 

 また、部長級以上で構成される幹部会議を毎月開催し、業務執行状況などの情報の共有化とコンプライアンス

の徹底をはかっております。 

・営業部門、製造部門、管理部門の３部門制で効率的な部門間の牽制を行っております。 

・顧問弁護士には、必要に応じてアドバイスをお願いしております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

常勤監査役   永 山 雅 英 昭和13年12月９日生

昭和32年３月 当社入社 

23

昭和52年６月 当社総務部長 

昭和54年３月 当社取締役 

昭和61年３月 当社常勤監査役 

平成２年６月 当社取締役 

平成６年６月 当社常勤監査役(現) 

監査役   渡 邊 史 郎 昭和14年５月２日生

昭和63年５月 当社入社 

52

昭和63年５月 当社東京支店長 

平成元年６月 当社取締役 

平成２年４月 当社常務取締役 

平成６年10月 関東モリ工業株式会社代表取締役

社長 

平成13年６月 当社常勤監査役 

平成16年６月 当社監査役(現) 

監査役   森 島 憲 治 昭和17年５月30日生

昭和44年７月 税理士登録 

―平成15年６月 当社監査役(現) 

平成18年１月 もりしま税理士事務所所長(現) 

監査役   小 池 裕 樹 昭和46年３月６日生

平成12年４月 弁護士登録 

2平成16年１月 さくら法律事務所代表弁護士(現) 

平成17年６月 当社監査役(現) 

合計 3,032



(2) 役員報酬の内容 

・取締役および監査役の年間報酬総額 

  取締役 ９名   191百万円（社外取締役は選任しておりません） 

  監査役 ４名    16百万円 

・利益処分による取締役賞与金 

  取締役 ９名    30百万円（社外取締役は選任しておりません） 

(3) 監査報酬の内容 

・公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  26百万円 

・上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

(4) 内部監査及び監査役監査の状況 

・監査役会は、社外監査役３名（平成18年３月期会計期間、提出日現在では社外監査役２名）を含む４名で構成

され、毎月定例で取締役より業務の執行状況等の報告を受け、また、必要に応じて取締役等に報告を求め、そ

の職務の執行状況を監視しております。 

・監査役は、取締役会に随時出席するほか、幹部会議等にも随時出席し、取締役等の職務執行を充分に監視でき

る体制をとっております。 

・監査役のスタッフとして監査室を設置して人員を１名配置しております。 

(5) 社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の状況 

・社外取締役は選任しておりません。 
  

・当社と社外監査役との間には、特別の人的関係、資本的関係はありません。なお、社外監査役小池裕樹氏は、

当社が法律顧問契約を締結している法律事務所に所属しております。 

(6) 会計監査の状況 

・業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名 

継続監査年数が７年を超えていない場合は、その記載を省略しております。 

※ 同監査法人は、公認会計士法上の規制開始及び日本公認会計士協会の自主規制実施に先立ち自主的に業

務執行社員の交替制度を導入しており、同法人において策定された交替計画に基づいて平成19年３月期会

計期間までに交替する予定となっておりましたが、同法人の交替規程改訂により、前倒しで平成18年３月

期会計期間をもって交替する予定となっております。 

・監査業務に係る補助者の構成 

  

氏  名 所属する監査法人名 継続監査年数 

林    恭 造 新日本監査法人 指定社員 業務執行社員 36年※ 

岩 崎  旭 人 新日本監査法人 指定社員 業務執行社員 22年※ 

田 原  信 之 新日本監査法人 指定社員 業務執行社員 ― 

公認会計士 ４名 

会計士補 ９名 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)お

よび前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに、当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18

年３月31日まで)および当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表および財務諸表につ

きましては、新日本監査法人の監査を受けております。 



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金および預金  887 1,170  

２ 受取手形および売掛金  13,174 13,431  

３ たな卸資産  9,515 8,682  

４ 繰延税金資産  375 243  

５ その他の流動資産  815 796  

貸倒引当金  △102 △63  

流動資産合計  24,665 58.3 24,260 57.0

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 
※１ 
※２ 

    

１ 建物および構築物  5,277 5,344  

２ 機械装置および運搬具  1,864 1,966  

３ 工具・器具・備品  332 383  

４ 土地  7,385 7,385  

５ 建設仮勘定  152 67  

有形固定資産合計  15,013 (35.5) 15,146 (35.6)

(2) 無形固定資産     

１ 電力利用権等  37 33  

無形固定資産合計  37 (0.1) 33 (0.1)

(3) 投資その他の資産     

１ 投資有価証券 ※２  1,355 2,247  

２ 長期貸付金  14 15  

３ 繰延税金資産  481 156  

４ その他の投資  944 931  

貸倒引当金  △249 △222  

投資その他の資産合計  2,546 (6.0) 3,128 (7.3)

固定資産合計  17,597 41.6 18,308 43.0

Ⅲ 繰延資産     

１ 社債発行費  29 10  

２ 社債発行差金  0 ―  

繰延資産合計  29 0.1 10 0.0

資産合計  42,293 100.0 42,579 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形および買掛金  8,507 7,935  

２ 短期借入金 ※２  2,370 2,770  

３ １年内に返済予定の 
長期借入金 

※２  1,223 468  

４ １年内に償還予定の社債 ※２  2,000 ―  

５ 未払法人税等  1,097 222  

６ 賞与引当金  370 367  

７ その他の流動負債  1,239 1,327  

流動負債合計  16,808 39.7 13,091 30.7

Ⅱ 固定負債     

１ 社債 ※２  3,000 3,000  

２ 長期借入金 ※２  1,122 3,605  

３ 繰延税金負債  62 186  

４ 退職給付引当金  1,636 1,505  

５ その他の固定負債  44 35  

固定負債合計  5,865 13.9 8,332 19.6

負債合計  22,674 53.6 21,424 50.3

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  7,360 17.4 7,360 17.3

Ⅱ 資本剰余金  7,705 18.2 7,705 18.1

Ⅲ 利益剰余金  4,097 9.7 5,149 12.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  480 1.1 975 2.3

Ⅴ 自己株式 ※４  △24 △0.0 △35 △0.1

資本合計  19,619 46.4 21,155 49.7

負債・資本合計  42,293 100.0 42,579 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  39,420 100.0 41,493 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  30,731 78.0 33,714 81.3

売上総利益  8,689 22.0 7,779 18.7

Ⅲ 販売費および一般管理費 
※１ 
※２ 

 5,232 13.2 5,359 12.9

営業利益  3,457 8.8 2,419 5.8

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 0 0    

２ 受取配当金 8 13    

３ 仕入割引 7 6    

４ 受取賃貸料 51 53    

５ その他の営業外収益 25 93 0.2 29 103 0.3

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 174 159    

２ 売上割引 28 30    

３ その他の営業外費用 76 279 0.7 56 246 0.6

経常利益  3,271 8.3 2,276 5.5

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※３ 29 ―    

２ 投資有価証券売却益 124 45    

３ 貸倒引当金戻入益 ― 153 0.4 65 111 0.3

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※４ ― 1    

２ 固定資産除却損 ※５ 130 12    

３ 貸倒引当金繰入額 185 ―    

４ 役員退職金 ― 12    

５ その他の特別損失 5 320 0.8 ― 26 0.1

税金等調整前当期純利益  3,104 7.9 2,361 5.7

法人税、住民税 
および事業税 

1,028 710    

法人税等調整額 △158 870 2.2 252 962 2.3

当期純利益  2,233 5.7 1,399 3.4

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 7,705 7,705

Ⅱ 資本剰余金期末残高 7,705 7,705

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,178 4,097

Ⅱ 利益剰余金増加高  

 １ 当期純利益 2,233 2,233 1,399 1,399

Ⅲ 利益剰余金減少高  

 １ 配当金 294 317  

 ２ 役員賞与 20 314 30 347

Ⅳ 利益剰余金期末残高 4,097 5,149

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  3,104 2,361 

減価償却費  717 727 

減損損失  4 ― 

貸倒引当金の増減額  246 △65 

賞与引当金の増減額  36 △3 

退職給付引当金の増減額  △62 △131 

受取利息および受取配当金  △8 △14 

支払利息  174 159 

有形固定資産売却益  △29 ― 

有形固定資産売却損  ― 1 

有形固定資産除却損  130 12 

投資有価証券売却益  △124 △45 

役員賞与の支払額  △20 △30 

売上債権の増減額  △1,319 △257 

たな卸資産の増減額  △2,310 833 

その他資産の増減額  △361 36 

仕入債務の増減額  1,313 △571 

その他負債の増減額  60 193 

小計  1,551 3,207 

利息および配当金の受取額  8 14 

利息の支払額  △191 △167 

法人税等の支払額  △17 △1,643 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,350 1,410 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △494 △905 

有形固定資産の売却による収入  45 6 

投資有価証券の取得による支出  △3 △103 

投資有価証券の売却による収入  184 80 

貸付けによる支出  △11 △10 

貸付金の回収による収入  6 9 

その他の投資の増減額  △9 △3 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △282 △927 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  10,600 7,410 

短期借入金の返済による支出  △9,885 △7,010 

長期借入れによる収入  ― 3,000 

長期借入金の返済による支出  △625 △1,272 

社債の発行による収入  969 ― 

社債の償還による支出  △2,000 △2,000 

自己株式の取得による支出  △7 △10 

配当金の支払額  △292 △316 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △1,241 △200 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △173 282 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  1,061 887 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  887 1,170 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項  全ての子会社を連結しております。

なお、連結子会社はモリ金属㈱、関東

モリ工業㈱、㈱シルベストおよび㈱ニ

ットクの４社であります。㈱ニットク

は平成16年６月に新規設立したことに

ともない、当連結会計年度より連結子

会社となりました。 

 全ての子会社を連結しております。

なお、連結子会社はモリ金属㈱、関東

モリ工業㈱、㈱ニットクおよび㈱シル

ベストの４社であります。 

      

２ 持分法の適用に関する事

項 

 該当する事項はありません。 

  

同左 

      

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致しております。 

同左 

      

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

    

  ① 有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

同左 

   時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

  

  ② デリバティブ  時価法 同左 

  ③ たな卸資産 商品 

 先入先出法による原価法 

製品・仕掛品 

 移動平均法による原価法 

原材料 

 主として移動平均法による低価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

同左 

      

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

    

  ① 有形固定資産 建物 

 定額法 

建物以外 

 主として定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物および構築物 ３～60年

機械装置および 
運搬具 

主として14年

同左 

  ② 無形固定資産 自社利用ソフトウェア 

 社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法 

上記以外の無形固定資産 

 定額法 

同左 



  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

    

  ① 貸倒引当金  売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

  ② 賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

  ③ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき計上

しております。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)によ

る定額法により按分した額を、それぞ

れ翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。 

同左 

      

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

方法によっております。 

同左 

      

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法 

    

  ① ヘッジ会計の方法  繰延ヘッジによっております。 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たす場合は特例処理を採用

しております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金利息 

同左 

  ③ ヘッジ方針  借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

 金利変動またはキャッシュ・フロー

変動を完全に相殺するものと想定され

るため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たす場合は、有効性の評価を省略して

おります。 

同左 

      

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

    

    消費税および地方消

費税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 同左 



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価

については、全面時価評価法を採用し

ております。 

同左 

      

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

しております。 

同左 

      

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金および随時引き出し可能な預金

からなっております。 

同左 



会計処理方法の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準の適用 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月

31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適

用できることになったことにともない、当連結会計年度

から同会計基準および同適用指針を適用しております。

これにより認識した減損損失４百万円はその他の特別損

失に含めて表示し、また、税金等調整前当期純利益は４

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該資産の金額から直接控除しており

ます。 

――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（連結損益計算書） 

 前連結会計年度まで営業外費用「その他の営業外費

用」に含めて表示しておりました「売上割引」について

は、当連結会計年度において営業外費用の10/100を超え

ることとなったため、当連結会計年度より区分掲記する

ことといたしました。 

 なお、前連結会計年度の「売上割引」は、28百万円で

あります。 

――― 

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

法人事業税における外形標準課税の適用 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことにともない、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示に

ついての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成

16年２月13日 実務対応報告第12号）にしたがい、法人

事業税の付加価値割および資本割69百万円については、

販売費および一般管理費として処理しております。これ

により、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純

利益は69百万円減少しております。 

――― 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 18,069百万円 18,658百万円

      

※２ 担保資産および担保付債務     

  (1) 工場財団担保資産     

建物および構築物 

機械装置および運搬具 

土地 

合計 

1,237百万円

290  

465  

1,993  

1,180百万円

278  

465  

1,923  

    対応債務     

短期借入金 

１年内に償還予定の社債 

社債 

１年内に返済予定の 
長期借入金 

長期借入金 

合計 

77百万円

2,000  

1,000  

135  

503  

3,715  

60百万円

―  

1,000  

162  

441  

1,663  

      

  (2) 担保資産     

投資有価証券 

建物および構築物 

土地 

合計 

332百万円

88  

353  

774  

510百万円

―  

―  

510  

      

    対応債務     

短期借入金 

１年内に返済予定の 
長期借入金 

長期借入金 

合計 

100百万円

60  

69  

229  

―百万円

76  

144  

220  

      

※３ 連結会計年度末日における発行済

株式の種類及び総数 

普通株式 45,400,404株 普通株式 45,400,404株

      

※４ 連結会計年度末日に保有する自己

株式の種類及び株式数 

普通株式 88,101株 普通株式 115,695株

      

 ５ 貸出コミットメント契約  当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。また、当社はシンジケ

ート形式で同様の契約を締結して

おります。当該契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高等

は次のとおりであります。 
貸出コミット
メントの総額 

4,500百万円

借入実行残高 ― 

差引額 4,500 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。また、当社はシンジケ

ート形式で同様の契約を締結して

おります。当該契約に基づく当連

結会計年度末の借入未実行残高等

は次のとおりであります。 
貸出コミット 
メントの総額 

4,000百万円

借入実行残高 2,850 

差引額 1,150 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費および一般管理費の内訳  販売費および一般管理費のう

ち、主要な費目および金額は次の

とおりであります。 

荷造・運送費 2,201百万円

給料諸手当 905 

賞与引当金
繰入額 

100 

退職給付費用 111 

貸倒引当金
繰入額 

79 

支払手数料 525 

 販売費および一般管理費のう

ち、主要な費目および金額は次の

とおりであります。 

荷造・運送費 2,298百万円

給料諸手当 926 

賞与引当金
繰入額 

101 

退職給付費用 115 

支払手数料 549 

      

※２ 研究開発費の総額  一般管理費および当期製造費用

に含まれている研究開発費 

  77百万円

 一般管理費および当期製造費用

に含まれている研究開発費 

  86百万円

      

※３ 固定資産売却益の内訳 機械装置

および運搬具 
0百万円

土地 28 

合計 29 

――― 

      

※４ 固定資産売却損の内訳 ――― 機械装置

および運搬具 
1百万円

      

※５ 固定資産除却損の内訳 建物および
構築物 

72百万円

機械装置
および運搬具 

25 

建物解体費用 24 

その他 8 

合計 130 

機械装置
および運搬具 

9百万円

工具・器具
・備品 

2 

その他 0 

合計 12 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金および
預金勘定 

887百万円

現金及び
現金同等物 

887 

現金および
預金勘定 

1,170百万円

現金及び
現金同等物 

1,170 



(リース取引関係) 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

    

１ リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額   
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
および 
運搬具 

4,874 1,113 3,760

 工具・ 
 器具・ 
 備品 

6 2 4

電力 
利用権等 3 1 1

合計 4,884 1,117 3,766

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
および 
運搬具 

4,867 1,476 3,390 

工具・
 器具・ 
 備品 

13 4 8 

電力
利用権等

3 2 1 

合計 4,883 1,483 3,400 

      

２ 未経過リース料期末残高相当額     

１年内 

１年超 

合計 

328百万円

3,608 

3,936 

342百万円

3,269 

3,612 

      

３ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

    

(1) 支払リース料 

(2) 減価償却費相当額 

(3) 支払利息相当額 

458百万円

369 

141 

458百万円

369 

130 

      

４ 減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 

      

５ 利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各連結会計年度への配分方

法については、利息法によってお

ります。 

同左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成17年３月31日) 

  

  

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

  

  ① 株式 497 1,293 795 

  ② 債券 ― ― ― 

  ③ その他 29 34 5 

小計 527 1,327 800 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

  

  ① 株式 1 1 △0 

  ② 債券 ― ― ― 

  ③ その他 9 9 △0 

小計 11 11 △0 

合計 538 1,339 800 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

184 124 ― 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式(店頭売買株式は除く) 16



当連結会計年度 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

  

種類 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの) 

  

  ① 株式 585 2,202 1,616 

  ② 債券 ― ― ― 

  ③ その他 18 26 7 

小計 604 2,228 1,624 

(連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの) 

  

  ① 株式 2 2 △0 

  ② 債券 ― ― ― 

  ③ その他 ― ― ― 

小計 2 2 △0 

合計 607 2,231 1,624 

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

80 45 ― 

種類 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券  

 非上場株式 16



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

   ヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

   当社は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的として、金利スワップ取

引を行っております。 

   なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行っております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジによっております。 

    金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用

しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 金利スワップ 

    ヘッジ対象 借入金利息 

 ③ ヘッジ方針 

    当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    金利変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定され

るため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

    金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は、有効性の評価を省略して

おります。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

   当社の現在のデリバティブ取引は、変動金利を固定金利に変換する目的で金

利スワップ取引を利用しているのみであります。 

   投機目的の取引およびレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方

針であります。 

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

   金利スワップ取引については、市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。 

   なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、

相手先の債務不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断してお

ります。 

  

(4) 取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の実行および管理は、財務部にて行っております。 

   財務部長は、毎月、取締役会にデリバティブ取引を含めた財務報告をするこ

ととなっております。 

   多額の借入金等は、取締役会の専決事項であるため、それにともなう金利ス

ワップ契約も同時に取締役会で決定されることとなります。 

  

(5) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

   当社の利用しているデリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用し

ておりますので、当連結会計年度における注記は省略しております。 



当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

   ヘッジ会計を適用しておりますので、記載を省略しております。 

  

次へ 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容及び利用目的等 

   当社は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的として、金利スワップ取

引を行っております。 

   なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行っております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジによっております。 

    金利スワップについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用

しております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 金利スワップ 

    ヘッジ対象 借入金利息 

 ③ ヘッジ方針 

    当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    金利変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定され

るため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

    金利スワップの特例処理の要件を満たす場合は、有効性の評価を省略して

おります。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

   当社の現在のデリバティブ取引は、変動金利を固定金利に変換する目的で金

利スワップ取引を利用しているのみであります。 

   投機目的の取引およびレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方

針であります。 

  

(3) 取引に係るリスクの内容 

   金利スワップ取引については、市場金利の変動によるリスクを有しておりま

す。 

   なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、

相手先の債務不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断してお

ります。 

  

(4) 取引に係るリスク管理体制 

   デリバティブ取引の実行および管理は、財務部にて行っております。 

   財務部長は、毎月、取締役会にデリバティブ取引を含めた財務報告をするこ

ととなっております。 

   多額の借入金等は、取締役会の専決事項であるため、それにともなう金利ス

ワップ契約も同時に取締役会で決定されることとなります。 

  

(5) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

   当社の利用しているデリバティブ取引については、全てヘッジ会計を適用し

ておりますので、当連結会計年度における注記は省略しております。 



(退職給付関係) 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 採用している退職給付制

度の概要 

 当社および連結子会社は、確定給付

型の制度として、厚生年金基金制度お

よび適格退職年金制度を採用しており

ます。また、従業員の退職等に際して

割増退職金を支払う場合があります。 

 厚生年金基金制度については、当社

およびモリ金属㈱は西日本自転車厚生

年金基金(総合設立型)、関東モリ工業

㈱は日本金属プレス工業厚生年金基金

(総合設立型)に加入しております。 

 適格退職年金制度については、当

社、モリ金属㈱および関東モリ工業㈱

で採用しております。 

同左 

      

２ 退職給付債務に関する事

項 

(注) 連結子会社は、退職給付債務の

算定にあたり簡便法を採用してお

ります。 

退職給付債務 △4,119百万円

年金資産 2,045 

未積立退職給付債務 △2,073 

未認識数理計算上の
差異 

438 

退職給付引当金 △1,636 

(注) 連結子会社は、退職給付債務の

算定にあたり簡便法を採用してお

ります。 

退職給付債務 △4,248百万円

年金資産 2,759 

未積立退職給付債務 △1,489 

未認識数理計算上の
差異 

△14 

退職給付引当金 △1,505 

      

３ 退職給付費用に関する事

項 

(注) 簡便法を採用している連結子会

社の退職給付費用は、「勤務費

用」に計上しております。 

勤務費用 346百万円

利息費用 80 

期待運用収益 △39 

数理計算上の差異の
費用処理額 

40 

退職給付費用 427 

(注) 簡便法を採用している連結子会

社の退職給付費用は、「勤務費

用」に計上しております。 

勤務費用 360百万円

利息費用 83 

期待運用収益 △43 

数理計算上の差異の
費用処理額 

38 

退職給付費用 439 

      

４ 退職給付債務等の計算の

基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法 

 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 

 15年(各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により按分し

た額を、それぞれ翌連結会計年度から

費用処理することとしております。) 

割引率 2.4％

期待運用収益率 2.4％

退職給付見込額の期間配分方法 

 期間定額基準 

数理計算上の差異の処理年数 

 15年(各連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により按分し

た額を、それぞれ翌連結会計年度から

費用処理することとしております。) 

割引率 2.4％

期待運用収益率 2.4％

      

５ 複数事業主制度に関する

事項 

 当社および連結子会社が加入してい

る厚生年金基金の年金資産の額は次の

とおりであります。 

年金資産の額 4,359百万円

(制度の給与総額で按分) 

 当社および連結子会社が加入してい

る厚生年金基金の年金資産の額は次の

とおりであります。 

年金資産の額 5,359百万円

(制度の給与総額で按分) 



(税効果会計関係) 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸

借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。 

繰延税金資産  

 貸倒引当金 32百万円

 賞与引当金 148 

 退職給付引当金 655 

 繰越欠損金 898 

 その他 233 

繰延税金資産小計 1,966 

評価性引当額 △732 

繰延税金資産合計 1,234 

繰延税金負債   

 投資差額(土地) △120 

 その他有価証券 
 評価差額金 

△320 

繰延税金負債合計 △440 

繰延税金資産の純額 794 

流動資産－繰延税金資産 375百万円

固定資産－繰延税金資産 481 

固定負債－繰延税金負債 62 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸

借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。 

繰延税金資産  

 賞与引当金 150百万円

 退職給付引当金 554 

 繰越欠損金 805 

 その他 163 

繰延税金資産小計 1,674 

評価性引当額 △691 

繰延税金資産合計 982 

繰延税金負債   

 投資差額(土地) △120 

その他有価証券
 評価差額金 

△649 

繰延税金負債合計 △769 

繰延税金資産の純額 213 

流動資産－繰延税金資産 243百万円

固定資産－繰延税金資産 156 

固定負債－繰延税金負債 186 

      

２ 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があ

るときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内

訳 

法定実効税率 40.0％

 (調整)   

 住民税均等割等 0.5 

 交際費等永久に損金に
 算入されない項目 

0.9 

 評価性引当金の増減 △13.9 

 その他 0.5 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

28.0 

 法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異が法定

実効税率の百分の五以下であるため、

注記を省略しております。 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度および当連結会計年度において当社および連結子会社は、ステンレス管、条鋼、鋼管およびその

加工品・関連製品の製造販売を主な事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメント

の資産の合計額に占める割合が、いずれも90％超でありましたので記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度および当連結会計年度において当社および連結子会社は、海外拠点が存在しないため該当する事

項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前連結会計年度および当連結会計年度において海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略しており

ます。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 
  

(注) １ 上記２社はいずれも当社役員 森 宏明の近親者が議決権の100％を間接所有しております。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には含めております。 

  

取引金額および取引条件の決定方針等 

１ 製・商品の販売および購入については、全て市場価格に基づいて交渉の上決定しております。 

２ 建物の賃貸については、市場価格を参考に決定しております。 

３ 社員食堂の運営委託については、サービス内容、見積価格等を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上決定し

ております。 
  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

役員及び個人主要株主等 
  

(注) １ 上記の会社は、当社役員 森 宏明の近親者が議決権の100％を間接所有しております。 

２ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含めておらず、期末残高には含めております。 

  

取引金額および取引条件の決定方針等 

１ 製・商品の販売および購入については、全て市場価格に基づいて交渉の上決定しております。 

２ 建物の賃貸については、市場価格を参考に決定しております。 

３ 社員食堂の運営委託については、サービス内容、見積価格等を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上決定し

ております。 
  

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
( 当 該
会社等
の子会
社を含
む) 

モリ販売 
株式会社 

大阪市 
浪速区 95 

通信販売業
務 
鋼材、建築
骨材および
鉄鋼加工販
売 

被所有
 直接 4.8 
 間接 2.6 

―

製・商 品
の販売等 

製・商品の
販売等 1,774 

受取手形 
売掛金 
未収入金 

1
851 
22 

商品の購
入 

材料の仕入
れ等 156 買掛金 5

建物の賃
貸 

事務所、倉
庫の賃貸 11 未収入金 5

社員食堂
の運営委
託 

社員食堂の
運営 19 未払費用 7

新進工業 
有限会社 

大阪府 
河内長 
野市 

40 

普通鋼およ
びステンレ
ス鋼製品の
加 工、組
立、販売 

被所有
 直接 2.6 ―

社員食堂
の運営委
託 

社員食堂の
運営 28 ― ―

属性 会社等 
の名称 住所 資本金 

(百万円) 
事業の内容 
又は職業 

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等
( 当 該
会社等
の子会
社を含
む) 

モリ販売 
株式会社 

大阪市 
浪速区 95 

通信販売業
務 
鋼材、建築
骨材および
鉄鋼加工販
売 

被所有
 直接 4.9 
 間接 2.6 

―

製・商 品
の販売等 

製・商品の
販売等 1,645 売掛金 

未収入金 
894
19 

商品の購
入 

材料の仕入
れ等 553 買掛金 

未払金 
23
0 

建物の賃
貸 

事務所、倉
庫の賃貸 

11 未収入金 5

社員食堂
の運営委
託 

社員食堂の
運営 57 未払費用 8



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度および当連結会計年度のいずれにおいても該当する事項はありません。 

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 432円31銭 466円49銭 

      

２ １株当たり当期純利益金額 48円61銭 30円23銭 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 2,233 1,399 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 30 30 

（うち 利益処分による役員賞与金） 
            (百万円) 

（30） （30） 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,203 1,369 

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,326 45,298 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 手取金の使途は事業資金および借入金返済資金であります。 

２ 連結決算日後５年内における償還予定額は次のとおりであります。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおりであります。 

  

  

(2) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限

モリ工業㈱ 第７回物上担保付社債
平成10年 
７月31日 

1,000 ― 2.40 担保付社債 
平成17年
７月29日 

モリ工業㈱ 第８回物上担保付社債
平成11年 
３月29日 

1,000 ― 2.30 担保付社債 
平成18年
３月29日 

モリ工業㈱ 第９回物上担保付社債
平成12年 
７月25日 

1,000 1,000 2.30 担保付社債 
平成19年
７月25日 

モリ工業㈱ 
第10回銀行保証付無担
保社債 

平成15年 
12月26日 

1,000 1,000 1.27 無担保社債 
平成22年
12月24日 

モリ工業㈱ 
第11回銀行保証付無担
保社債 

平成16年 
４月２日 

300 300 1.18 無担保社債 
平成23年
４月１日 

モリ工業㈱ 
第12回銀行保証付無担
保社債 

平成16年 
４月12日 

700 700 1.44 無担保社債 
平成23年
４月12日 

計 ― ― 5,000 3,000 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― 1,000 ― ― 1,000 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 2,370 2,770 0.95 ― 

１年内に返済予定の長期借入金 1,223 468 1.67 ― 

長期借入金 
(１年内に返済予定のものを除く) 

1,122 3,605 1.59
平成19年11月30日～
平成22年７月29日 

計 4,716 6,843 ― ― 

  
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 452 1,081 59 2,011 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産     

１ 現金および預金  804 1,023  

２ 受取手形 ※５  4,734 5,046  

３ 売掛金 ※５  8,336 8,295  

４ 商品  1,577 1,954  

５ 製品  4,117 3,085  

６ 原材料  1,563 1,526  

７ 仕掛品  1,275 1,117  

８ 貯蔵品  237 280  

９ 前払費用  26 34  

10 繰延税金資産  278 169  

11 未収入金 ※５  1,099 1,117  

12 その他の流動資産  314 309  

貸倒引当金  △102 △60  

流動資産合計  24,262 60.2 23,900 59.5

Ⅱ 固定資産     

(1) 有形固定資産 
※１ 
※２ 

    

１ 建物  3,435 3,588  

２ 構築物  454 447  

３ 機械および装置  1,692 1,780  

４ 車輌運搬具  3 3  

５ 工具・器具・備品  323 373  

６ 土地  6,030 6,030  

７ 建設仮勘定  152 67  

有形固定資産合計  12,091 (30.0) 12,290 (30.6)

(2) 無形固定資産     

１ ソフトウェア  0 0  

２ 電話加入権  11 11  

３ 電力利用権  14 12  

４ 施設利用権  1 0  

無形固定資産合計  27 (0.0) 25 (0.1)



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券 ※２  1,352 2,243  

２ 関係会社株式  10 10  

３ 出資金  3 3  

４ 長期貸付金  0 ―  

５ 関係会社長期貸付金  2,432 1,798  

６ 更生債権等  205 176  

７ 長期前払費用  31 23  

８ 差入保証金  123 179  

９ 入会金  71 71  

10 保険積立金  265 287  

11 繰延税金資産  258 ―  

12 その他の投資  33 10  

貸倒引当金  △884 △857  

投資その他の資産合計  3,903 (9.7) 3,947 (9.8)

固定資産合計  16,023 39.7 16,263 40.5

Ⅲ 繰延資産     

１ 社債発行費  29 10  

２ 社債発行差金  0 ―  

繰延資産合計  29 0.1 10 0.0

資産合計  40,315 100.0 40,173 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形  2,864 2,611  

２ 買掛金 ※５  5,842 5,599  

３ 短期借入金 ※２  970 1,060  

４ １年内に返済予定の 
長期借入金 

※２  1,213 468  

５ １年内に償還予定の社債 ※２  2,000 ―  

６ 未払金  221 177  

７ 未払費用  743 773  

８ 未払法人税等  1,084 205  

９ 未払消費税等  43 125  

10 前受金  1 2  

11 預り金  14 17  

12 賞与引当金  297 293  

13 設備関係支払手形  65 61  

流動負債合計  15,362 38.1 11,395 28.3

Ⅱ 固定負債     

１ 社債 ※２  3,000 3,000  

２ 長期借入金 ※２  1,122 3,605  

３ 繰延税金負債  ― 124  

４ 退職給付引当金  1,209 1,153  

５ その他の固定負債  44 23  

固定負債合計  5,376 13.3 7,906 19.7

負債合計  20,739 51.4 19,302 48.0

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  7,360 18.3 7,360 18.3

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  7,705 7,705  

資本剰余金合計  7,705 19.1 7,705 19.2

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  901 901  

２ 当期未処分利益  3,153 3,965  

利益剰余金合計  4,055 10.1 4,866 12.1

Ⅳ その他有価証券評価差額金  479 1.2 973 2.5

Ⅴ 自己株式 ※４  △24 △0.1 △35 △0.1

資本合計  19,576 48.6 20,871 52.0

負債・資本合計  40,315 100.0 40,173 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

１ 製品売上高 32,673 32,749    

２ 商品売上高 6,576 39,250 100.0 8,517 41,267 100.0

Ⅱ 売上原価     

１ 製品期首たな卸高 2,924 4,117    

２ 当期製品製造原価 ※３ 26,863 26,445    

合計 29,788 30,563    

３ 他勘定振替高 ※１ ― 831    

４ 製品期末たな卸高 4,117 3,085    

５ 原材料評価損 1 8    

製品売上原価 25,672 26,654    

６ 商品期首たな卸高 1,276 1,577    

７ 当期商品仕入高 5,980 7,082    

８ 他勘定受入高 ※１ ― 831    

合計 7,257 9,491    

９ 商品期末たな卸高 1,577 1,954    

商品売上原価 5,679 31,352 79.9 7,536 34,191 82.9

売上総利益  7,897 20.1 7,075 17.1

Ⅲ 販売費および一般管理費 
※２ 
※３ 

 4,988 12.7 5,138 12.4

営業利益  2,909 7.4 1,936 4.7

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 ※４ 65 36    

２ 受取配当金 8 13    

３ 受取賃貸料 ※４ 185 175    

４ その他の営業外収益 27 286 0.8 31 256 0.6

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息 71 61    

２ 社債利息 100 80    

３ 社債発行費償却 19 19    

４ 減価償却費 52 44    

５ 不動産賃貸経費 64 29    

６ 売上割引 ― 30    

７ その他の営業外費用 37 346 0.9 13 278 0.7

経常利益  2,849 7.3 1,914 4.6



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 固定資産売却益 ※５ 29 ―    

２ 投資有価証券売却益 124 45    

３ 貸倒引当金戻入益 ― 153 0.4 69 114 0.3

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産売却損 ※６ ― 1    

２ 固定資産除却損 ※７ 126 12    

３ 会員権売却損 0 ―    

４ 貸倒引当金繰入額 343 470 1.2 ― 14 0.0

税引前当期純利益  2,532 6.5 2,014 4.9

法人税、住民税 
および事業税 

1,025 694    

法人税等調整額 17 1,042 2.7 162 856 2.1

当期純利益  1,490 3.8 1,158 2.8

前期繰越利益  1,798 2,942  

中間配当額  135 135  

当期未処分利益  3,153 3,965  

      



製造原価明細書 

  

  

(脚注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 材料費 19,425 71.1 18,737 70.7

Ⅱ 外注加工費 3,569 13.1 3,459 13.1

Ⅲ 労務費 ※１ 2,688 9.8 2,637 9.9

Ⅳ 経費 ※２ 1,630 6.0 1,669 6.3

当期総製造費用 27,314 100.0 26,503 100.0

期首仕掛品たな卸高 1,043 1,275  

合計 28,357 27,778  

期末仕掛品たな卸高 1,275 1,117  

他勘定振替高 ※３ 219 214  

当期製品製造原価 26,863 26,445  

前事業年度 当事業年度

※  原価計算の方法 

    原価計算の方法は組別総合原価計算制度を実施

しております。 

    なお、原価差額は毎月度移動平均法に基づいて

調整配賦計算を行っております。 

※  原価計算の方法 

同左 

  

    

※１  労務費には賞与引当金繰入額が216百万円含ま

れております。 

※１  労務費には賞与引当金繰入額が212百万円含ま

れております。 

    

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

賃借料 425百万円

電力料 415 

減価償却費 449 

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

賃借料 428百万円

電力料 397 

減価償却費 446 

    

※３ 他勘定振替高の内訳 

原材料 51百万円

固定資産 91 

研究開発費 75 

その他 0 

合計 219 

※３ 他勘定振替高の内訳 

原材料 49百万円

固定資産 83 

研究開発費 81 

その他 0 

合計 214 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 当期未処分利益 3,153 3,965 

Ⅱ 利益処分額   

１ 配当金 181 181   

２ 役員賞与金 30 211 30 211 

Ⅲ 次期繰越利益 2,942 3,754 

   



重要な会計方針 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

同左 

      

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法 

時価法 同左 

      

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品 

 先入先出法による原価法 

製品・仕掛品 

 移動平均法による原価法 

原材料 

 移動平均法による低価法 

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

同左 

      

４ 固定資産の減価償却の方

法 

    

 (1) 有形固定資産 建物 

 定額法 

建物以外 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物 ３～50年

機械および装置 主として14年

同左 

 (2) 無形固定資産 自社利用ソフトウェア 

 社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法 

上記以外の無形固定資産 

 定額法 

同左 

 (3) 長期前払費用  契約期間等により毎期均等償却 同左 

      

５ 繰延資産の処理方法     

 (1) 社債発行費  商法施行規則に規定する最長期間

(３年間)にわたり均等償却 

同左 

 (2) 社債発行差金  商法施行規則に規定する最長期間

(７年間)にわたり均等償却 

同左 



  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

６ 引当金の計上基準     

 (1) 貸倒引当金  売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

同左 

 (2) 賞与引当金  従業員に対する賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

同左 

 (3) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15年)による定

額法により按分した額を、それぞれ翌

事業年度から費用処理することとして

おります。 

同左 

      

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

方法によっております。 

同左 

      

８ ヘッジ会計の方法     

 (1) ヘッジ会計の方法  繰延ヘッジによっております。 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たす場合は特例処理を採用

しております。 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ヘッジ手段  金利スワップ 

 ヘッジ対象  借入金利息 

同左 

 (3) ヘッジ方針  借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

 金利変動またはキャッシュ・フロー

変動を完全に相殺するものと想定され

るため、ヘッジの有効性の判定は省略

しております。 

 金利スワップの特例処理の要件を満

たす場合は、有効性の評価を省略して

おります。 

同左 

      

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

    

   消費税および地方消費

税の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 同左 



会計処理方法の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

固定資産の減損に係る会計基準の適用 

 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））および「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３月

31日に終了する会計年度に係る財務諸表から適用できる

ことになったことにともない、当事業年度から同会計基

準および同適用指針を適用しております。これにより、

減損の兆候の有無を検証した結果、減損損失を計上すべ

き資産はありませんでした。 

――― 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用「その他の営業外費用」に

含めて表示しておりました「不動産賃貸経費」について

は、当事業年度において営業外費用の10/100を超えるこ

ととなったため、当事業年度より区分掲記することとい

たしました。 

 なお、前事業年度の「不動産賃貸経費」は、32百万円

であります。 

（損益計算書） 

 前事業年度まで営業外費用「その他の営業外費用」に

含めて表示しておりました「売上割引」については、当

事業年度において営業外費用の10/100を超えることとな

ったため、当事業年度より区分掲記することといたしま

した。 

 なお、前事業年度の「売上割引」は、28百万円であり

ます。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

法人事業税における外形標準課税の適用 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことにともない、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成16年

２月13日 実務対応報告第12号）にしたがい、法人事業

税の付加価値割および資本割60百万円については販売費

および一般管理費として処理しております。これによ

り、営業利益、経常利益および税引前当期純利益は60百

万円減少しております。 

――― 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 15,692百万円 16,163百万円

    

※２ 担保に供している資産     

  (1) 工場財団担保資産     

建物 

構築物 

機械および装置 

土地 

合計 

1,236百万円

0  

290  

465  

1,993  

1,179百万円

0  

278  

465  

1,923  

    対応債務     

短期借入金 

１年内に償還予定の社債 

社債 

１年内に返済予定の 
長期借入金 

長期借入金 

合計 

77百万円

2,000  

1,000  

135  

503  

3,715  

60百万円

―  

1,000  

162  

441  

1,663  

    

  (2) 担保資産     

投資有価証券 332百万円 510百万円

    

    対応債務     

１年内に返済予定の 
長期借入金 

長期借入金 

合計 

50百万円

69  

119  

76百万円

144  

220  

    

※３ 授権株式総数 普通株式 127,662,000株 普通株式 127,662,000株

   発行済株式総数 普通株式 45,400,404株 普通株式 45,400,404株

   授権株式総数につきましては、

定款の定めにより、株式の消却が

行われた場合にはこれに相当する

株式数を減ずることになっており

ます。 

 授権株式総数につきましては、

定款の定めにより、株式の消却が

行われた場合にはこれに相当する

株式数を減ずることになっており

ます。 
    

※４ 自己株式 普通株式 88,101株 普通株式 115,695株

    
※５ 関係会社に係る注記  区分掲記されたもの以外で各科

目に含まれている関係会社に対す

る主なものは次のとおりでありま

す。 
売掛金および
受取手形 

415 百万円

未収入金 685  

買掛金 346  

 区分掲記されたもの以外で各科

目に含まれている関係会社に対す

る主なものは次のとおりでありま

す。 
売掛金および 
受取手形 

592 百万円

未収入金 725  

買掛金 393  



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

 ６ 保証債務  下記のとおり関係会社の金融機

関からの借入金に対して保証を行

っております。 

 下記のとおり関係会社の金融機

関からの借入金に対して保証を行

っております。 

関東モリ工業㈱ 200百万円 200百万円

      

 ７ 配当制限  商法施行規則第124条第３号に

規定する資産に時価を付したこと

により増加した純資産額は479百

万円であります。 

 商法施行規則第124条第３号に

規定する資産に時価を付したこと

により増加した純資産額は973百

万円であります。 

      

 ８ 貸出コミットメント契約  当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。また、当社はシンジケ

ート形式で同様の契約を締結して

おります。当該契約に基づく当期

末の借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミット
メントの総額 

4,500百万円

借入実行残高 ― 

差引額 4,500 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため、取引銀行２行と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。また、当社はシンジケ

ート形式で同様の契約を締結して

おります。当該契約に基づく当期

末の借入未実行残高等は次のとお

りであります。 

貸出コミット
メントの総額 

4,000百万円

借入実行残高 2,850 

差引額 1,150 



(損益計算書関係) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 他勘定振替高および受入高 

  

  

  

―――  ステンレス熱間圧延条鋼の製造

品目の見直しにともない「製品」

から「商品」へ振替えた額であり

ます。 

      

※２ 販売費および一般管理費の内訳  販売費および一般管理費の内訳

は販売費約81％、一般管理費約

19％であります。このうち主要な

費目および金額は次のとおりであ

ります。 

荷造・運送費 2,080百万円

給料諸手当 775 

賞与引当金
繰入額 

80 

退職給付費用 102 

賃借料 272 

支払手数料 640 

減価償却費 76 

貸倒引当金
繰入額 

78 

 販売費および一般管理費の内訳

は販売費約82％、一般管理費約

18％であります。このうち主要な

費目および金額は次のとおりであ

ります。 

荷造・運送費 2,189百万円

給料諸手当 781 

賞与引当金
繰入額 

80 

退職給付費用 110 

賃借料 287 

支払手数料 675 

減価償却費 93 

      

※３ 研究開発費の総額  一般管理費および当期製造費用

に含まれている研究開発費 

  77百万円

 一般管理費および当期製造費用

に含まれている研究開発費 

  86百万円

      

※４ 関係会社に係る注記  各科目に含まれている関係会社

に対する主なものは次のとおりで

あります。 

受取利息 65百万円

受取賃貸料 160 

 各科目に含まれている関係会社

に対する主なものは次のとおりで

あります。 

受取利息 36百万円

受取賃貸料 151 

      

※５ 固定資産売却益の内訳 機械および装置 0百万円

土地 28 

合計 29 

――― 

      

※６ 固定資産売却損の内訳 ――― 機械および装置 1百万円

      

※７ 固定資産除却損の内訳 建物 65百万円

機械および装置 25 

建物解体費用 24 

その他 11 

合計 126 

機械および装置 9百万円

工具・器具
・備品 

2 

その他 0 

合計 12 



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

    

１ リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額   
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械およ
び装置 4,177 935 3,242

 工具・ 
 器具・ 
 備品 

6 2 4

車輌 
運搬具 10 6 4

ソフト 
ウェア 3 1 1

合計 4,198 945 3,252

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械およ
び装置 4,177 1,243 2,934 

工具・
 器具・ 
 備品 

13 4 8 

車輌
運搬具 6 4 2 

ソフト
ウェア 3 2 1 

合計 4,200 1,254 2,946 

      

２ 未経過リース料期末残高相当額     

１年内 

１年超 

合計 

274百万円

3,123 

3,398 

284百万円

2,844 

3,129 

      

３ 支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

    

(1) 支払リース料 

(2) 減価償却費相当額 

(3) 支払利息相当額 

388百万円

311 

122 

389百万円

312 

113 

      

４ 減価償却費相当額の算定方法  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 

      

５ 利息相当額の算定方法  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

同左 



(税効果会計関係) 

  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税

金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(注) 繰延税金資産は、貸借対照表の

以下の項目に含まれております。 

繰延税金資産  

 退職給付引当金 483百万円

 子会社株式評価損 1,072 

 貸倒引当金 287 

 賞与引当金 118 

 その他 218 

繰延税金資産小計 2,181 

評価性引当額 △1,326 

繰延税金資産合計 855 

繰延税金負債  

 その他有価証券 
 評価差額金 

△319 

繰延税金負債合計 △319 

繰延税金資産の純額 536 

流動資産－繰延税金資産 278百万円

固定資産－繰延税金資産 258 

(注) 繰延税金資産の純額は、貸借対

照表の以下の項目に含まれておりま

す。 

繰延税金資産  

 退職給付引当金 461百万円

 子会社株式評価損 1,072 

 貸倒引当金 260 

 賞与引当金 117 

 その他 108 

繰延税金資産小計 2,019 

評価性引当額 △1,326 

繰延税金資産合計 693 

繰延税金負債  

その他有価証券
 評価差額金 

△648 

繰延税金負債合計 △648 

繰延税金資産の純額 45 

流動資産－繰延税金資産 169百万円

固定負債－繰延税金負債 124 

      

２ 法定実効税率と税効果会

計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があ

るときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内

訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率との間の差異が法定

実効税率の百分の五以下であるため、

注記を省略しております。 

法定実効税率 40.0％

 (調整)   

 住民税均等割等 0.8 

交際費等永久に損金に 
 算入されない項目 

1.2 

 その他 0.5 

税効果会計適用後の
法人税等の負担率 

42.5 



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前事業年度および当事業年度のいずれにおいても該当する事項はありません。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 431円37銭 460円22銭 

      

２ １株当たり当期純利益金額 32円23銭 24円91銭 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益(百万円) 1,490 1,158 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 30 30 

（うち 利益処分による役員賞与金） 
            (百万円) 

（30） （30） 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,460 1,128 

普通株式の期中平均株式数(千株) 45,326 45,298 



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

 その他有価証券   

  Ｔ＆Ｄホールディングス㈱ 76,900 707 

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・
  グループ 

194.66 350 

  ＪＦＥホールディングス㈱ 32,000 152 

  大同特殊鋼㈱ 105,000 125 

  ㈱りそなホールディングス 284.307 115 

  日亜鋼業㈱ 165,000 101 

  日本冶金工業㈱ 177,500 93 

  ㈱ダイヘン 120,000 72 

  日本金属工業㈱ 251,000 67 

  ＪＦＥ商事ホールディングス㈱ 100,000 62 

  その他20銘柄 537,694.587 370 

計 1,565,573.554 2,217 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

(投資有価証券)   

 その他有価証券   

 (証券投資信託受益証券)   

  センターインデックス 10(Ｇ) 2,151 16 

  十二単衣 900 9 

計 3,051 26 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 建設仮勘定の当期増加額の主なものといたしましては、東関東配送センター増築関係280百万円、ステンレス条鋼用熱間

圧延設備関係34百万円、ステンレス管設備関係152百万円、ステンレス加工品設備関係45百万円であります。なお、当期減

少額の主なものは、他の有形固定資産への振替であります。 

２ 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下でありますので、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期減少額」の

記載を省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 
(百万円) 

有形固定資産       

 建物 7,616 328 0 7,944 4,355 174 3,588

 構築物 1,502 31 ― 1,533 1,086 38 447

 機械および装置 11,279 382 104 11,557 9,777 277 1,780

 車輌運搬具 35 0 0 35 32 1 3

 工具・器具・備品 1,167 138 20 1,285 911 86 373

 土地 6,030 ― ― 6,030 ― ― 6,030

 建設仮勘定 152 770 855 67 ― ― 67

有形固定資産計 27,783 1,651 980 28,454 16,163 577 12,290

無形固定資産       

 ソフトウェア ― ― ― 1 0 0 0

 電話加入権 ― ― ― 11 ― ― 11

 電力利用権 ― ― ― 28 16 1 12

 施設利用権 ― ― ― 3 2 0 0

無形固定資産計 ― ― ― 44 19 2 25

長期前払費用 81 2 28 55 31 10 23

繰延資産       

 社債発行費 58 ― 28 30 20 19 10

 社債発行差金 4 ― 4 ― ― 0 ―

繰延資産計 62 ― 32 30 20 19 10



【資本金等明細表】 

  

(注) 当期末における自己株式数は115,695株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額のうち「その他」は一般債権の洗替額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 7,360 ― ― 7,360

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (45,400,404) (―) (―) (45,400,404)

普通株式 (百万円) 7,360 ― ― 7,360

計 (株) (45,400,404) (―) (―) (45,400,404)

計 (百万円) 7,360 ― ― 7,360

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

(資本準備金) 
 株式払込剰余金 

(百万円) 7,705 ― ― 7,705

 合併差益 (百万円) 0 ― ― 0

計 (百万円) 7,705 ― ― 7,705

利益準備金及び 
任意積立金 

(利益準備金) (百万円) 901 ― ― 901

計 (百万円) 901 ― ― 901

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 987 60 0 129 918 

賞与引当金 297 293 297 ― 293 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金および預金 
  

  

② 受取手形 

ａ 相手先別内訳 
  

  

ｂ 期日別内訳 
  

  

③ 売掛金 

ａ 相手先別内訳 
  

  

ｂ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。 
  

区分 金額(百万円)

現金 11

預金 

当座預金 724

普通預金 266

別段預金 19

小計 1,011

合計 1,023

相手先 金額(百万円)

㈱ニットク 435

阪和工材㈱ 250

ナス物産㈱ 210

千葉金属工業㈱ 203

奥平パイプ興業㈱ 163

トーステ㈱ ほか 3,783

合計 5,046

区分 
平成18年
４月期日 

５月期日 ６月期日 ７月期日 ８月期日
９月期日 
以降 

合計 

受取手形(百万円) 935 825 1,537 1,335 380 30 5,046

相手先 金額(百万円)

リンタツ㈱ 1,089

モリ販売㈱ 894

㈱メタルワン 548

ウメトク㈱ 345

サンキン㈱ 259

三井物産㈱ ほか 5,157

合計 8,295

前期繰越高 
(百万円) 
  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
  
(Ｂ) 

当期回収高 
(百万円) 
  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  
(Ｃ)

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(ヵ月) 
  

(Ａ)＋(Ｄ) 
÷
(Ｂ) 

２ 12 

8,336 43,330 43,371 8,295 83.9 2.30 



④ 棚卸資産 

ａ 商品 
  

  

ｂ 製品 
  

  

ｃ 原材料 
  

  

ｄ 仕掛品 
  

  

ｅ 貯蔵品 
  

  

品名 金額(百万円)

ステンレス管 248

ステンレス条鋼 1,706

合計 1,954

品名 金額(百万円)

ステンレス管 1,888

ステンレス条鋼 1,093

ステンレス加工品 100

その他 3

合計 3,085

品名 金額(百万円)

ステンレス鋼 1,286

普通鋼 139

機械部品 91

その他 9

合計 1,526

品名 金額(百万円)

ステンレス管 622

ステンレス条鋼 433

その他 61

合計 1,117

項目 金額(百万円)

ガス・油脂類 8

工・器具類 252

その他 19

合計 280



⑤ 支払手形 

ａ 相手先別内訳 
  

  

ｂ 期日別内訳 
  

  

⑥ 買掛金 
  

  

⑦ 社債 
  

  

相手先 金額(百万円)

ＰＯＳＣＯ ＪＡＰＡＮ㈱ 1,709

モリ販売㈱ 210

日鋼ステンレス㈱ 100

オーエフ工業㈱ 76

日鐵商事㈱ 54

関包スチール㈱ ほか 459

合計 2,611

区分 
平成18年 
４月期日 

５月期日 ６月期日 ７月期日 合計 

支払手形(百万円) 883 410 854 462 2,611 

相手先 金額(百万円)

リンタツ㈱ 992

日本冶金工業㈱ 448

㈱メタルワン 376

モリ金属㈱ 254

大同興業㈱ 241

ナストーア㈱ ほか 3,286

合計 5,599

銘柄 発行日 償還期限 利率(％) 金額(百万円) 

第９回物上担保付社債 平成12年７月25日 平成19年７月25日 2.30 1,000 

第10回銀行保証付無担保社債 平成15年12月26日 平成22年12月24日 1.27 1,000 

第11回銀行保証付無担保社債 平成16年４月２日 平成23年４月１日 1.18 300 

第12回銀行保証付無担保社債 平成16年４月12日 平成23年４月12日 1.44 700 

合計 3,000 



⑧ 長期借入金 
  

(注) シンジケートローンは、㈱三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とする８社からの協調融資によるものであります。 

  

(3) 【その他】 

該当する事項はありません。 

  

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 970

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 200

㈱りそな銀行 120

日本生命保険相互会社 171

大同生命保険㈱ 112

住友生命保険相互会社 32

シンジケートローン 2,000

合計 3,605



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
10,000株券 1,000株券 500株券 100株券
上記のほか100株未満の株式数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店および全国各支店
野村證券株式会社      本店および全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店および全国各支店
野村證券株式会社      本店および全国各支店 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第63期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  平成17年６月30日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
半期報告書 

  
(第64期中) 

  
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

  
  
平成17年12月16日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当する事項はありません。 

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

モリ工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモリ工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モ

リ工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  林     恭  造  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩  崎  旭  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  田  原  信  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

モリ工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモリ工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モ

リ工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  林     恭  造  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩  崎  旭  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  田  原  信  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成17年６月29日

モリ工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモリ工

業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第63期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モリ工

業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  林     恭  造  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩  崎  旭  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  田  原  信  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

モリ工業株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているモリ工

業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第64期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、モリ工

業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  林     恭  造  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  岩  崎  旭  人  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  田  原  信  之  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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